
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東京国際空港において航空機に燃料を供給する、三愛石油㈱がタンクを増設 ⇒ 

・10万キロリットルを超えることから、石油コンビナート等災害防止法（以下「石災法」）に基づく対応が必要 

 大規模水害時における広域避難の検討について 

石災法に基づく主な対応 

2019年末に貯蔵・取扱量 9.7万 ⇒ 11.7万キロリットル 

石油コンビナート等特別防災区域を指定する政令の一部を改正する政令 
（平成30年８月31日政令第248号） 

 東京都における石油コンビナート等災害防止法への対応について 

：特別防災区域 

凡例 

背景 

三愛石油㈱   
タンク設置箇所 

資料１－１ 

事業者（特定事業者※）の防災体制  
・特定防災施設等（屋外給水施設、非常通報設備）の設置・維持 
・防災資機材等（消防車両、オイルフェンス等）の設置・維持 
・自衛防災組織の設置 
・自衛防災組織を総括する防災管理者等の選任 
・防災規程の策定 など  
 ※特別防災区域内の事業者のうち石油等を大量に扱う事業者 

行政機関等の防災体制  
石油コンビナート等防災本部を設置し次の事項を推進 
 

◎石油コンビナート等防災計画を作成・実施推進 
◎防災に関する調査研究 
◎防災に関する情報収集と関係者への伝達 
●関係機関が実施する災害応急復旧に係る連絡調整 
●石油コンビナート等現地防災本部に対する指示 
●災害発生時の国の行政機関との連絡、他の道府県との連絡調整 
◎その他特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施 など 
 

 ◎事前対策  ●災害時対応  ◎事前対策及び災害時対応 

 事業者の責務   ・事業所における災害発生・拡大防止に万全の措置を講ずる 
   （石災法第３条）    ・特別防災区域内のその他の災害の拡大防止に関して、必要な措置を講ずる 
 
 国と都の施策    ・事業者の行うべき防災活動について助言・指導 
   （石災法第４条）    ・特別防災区域に係る災害の発生・拡大の防止・災害の復旧のために必要な施策を講ずる 

◆ 石油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」）の指定（国が政令で指定） 

災害の発生・拡大を防止するため、一体的な防災体制を構築するべき区域を指定 
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石災法に基づく東京都石油コンビナート等防災本部条例（平成30年10月15日公布施行）により設置 

要件・・・都に１つ以上の特別防災区域がある場合に設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大規模水害時における広域避難の検討について  東京都における石油コンビナート等災害防止法への対応について 

◆ 石油コンビナート等防災本部の設置 

特定地方行政機関 
陸上自衛隊 
警視庁 
知事部内の職員 
所在区長 
東京消防庁 
特定事業者 
知事が必要と認める者 

本部員 

学識経験者 

任命（９号のみ） 

根拠法令 

本部員の属する機関、特定事業所の職員 ※本部員・専門員を補佐 

幹事会 

東京都総務局総合防災部 

補佐 

補佐 

防災本部会議 

部会 
※必要に応じて設置可能（地区別等） 

検討会 

本部長＝都知事 

事務局 

専門員 

東京都石油コンビナート等防災本部 

任命 
任命 

◆石災法と災害対策基本法との関係の概要図 

大田区内 
 
 
災対法 
 
 
（常置） 
大田区防災会議 
（災害時） 
大田区災害対策本部 
 
 
大田区地域防災計画 

【石災法】 
東京都石油コンビナート等防災計画 
東京都石油コンビナート等防災本部（常置） 

石災法第2８条に基づき構成、事務局は要綱で規定 
（参考）石災法と災害対策基本法（以下「災対法」）との関係の概要図 

・災害想定実施 
 ※幹事会に想定結果を報告 

・防災計画策定 
・発災時対応  等 

 
災対法 
 
 
（常置） 
東京都防災会議 
（災害時） 
東京都災害対策本部 
 
 
東京都地域防災計画 

東京都内 
専門事項を調査 

災害の発生・発生のおそれがあり、緊急・統一的な防災活動の実施が 
必要な場合に設置 
※本部員のうちから本部長が指名 

石油コンビナート等現地防災本部 

連携 

連携 
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東京国際空港地区 
（特別防災区域） 

 
石災法 
 
 
（常置・災害時） 
東京都石油コンビナート等防災本部 
 
 
東京都石油コンビナート等防災計画 

体制 

計画 

根拠法令 

体制 

計画 

根拠法令 

体制 

計画 


